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論 文 内 容 要 旨 
 2001年のNY同時テロ以来、日本では 2005年に内閣府が事業継続ガイドランを公表して以来、事業
継続計画（BCP）が組織の災害や事故など非常事態の対応策として登場し、政府の防災計画の一つの柱
にもなっている。BCPとは災害などによって重要な業務が中断した事態に、迅速に再開させるために対
策を立案し、実行できる体制を確立させることを目的としており、企業にとっては事業活動を自然災害
や事故などによる倒産から保護する手段である。政府、地方自治体、業界団体、企業系列グループなど
を通じて、BCPの導入が推奨され、普及が推進されてきた。しかしながら、規模の小さい中小企業は経
営資源に制約があり、災害や事故に対しては最も脆弱であるが、BCPの導入はいちばん遅れている。中
小企業のなかにも、積極的に BCPを策定して、有効な BCPを定着させている企業もあれば、全く無関
心で何もしていない企業、BCPを導入したものの、定着できないで苦心している企業など、さまざまな
現状にある。経営資源が制約されているといわれる中小企業でも BCP を定着させている企業も少ない
が存在している。 
本論文の目的は、BCPを導入した中小企業がどのように定着させているか、その促進させる（または
阻害する）要素はなにか、またどのような企業が定着させているのを分析することである。これらの要
素を研究することで、中小企業における BCP導入及び定着の促進させる手助けとしたい。 
本論文は、全６章からなる。 
第１章は序論であり、本論文の背景について述べる。 
第 2 章では、先行研究を検討した。BCP はリスクマネジメントの一環として理解されており、リス
クとリスクマネジメントと近年レジリエンスの観点で取り上げられることも多い。これらの動向を分析
した。学問的にはまだ新しいので、BCPの歴史と動向の考察、および政府、自治体などが実施している
BCP調査を分析考察した。本論文が対象とする中小企業 BCPについても先行研究を考察した。 
第 3 章では、BCP を策定した中小企業の中で、定着できた企業グループとできない企業グループと
を比較して、BCPを定着させる原因である要素を分析し、さらに BCPを導入することで生じる法臆さ
れている平常時の BCP利点についても考察する。BCPに関する二つの予備調査を実施し、それを基に
本調査を実施した。二つの予備調査のうち、TRC2次分析では、東日本大震災後に被災地域の企業を対
象とした注目すべき調査のデータを対象に実施する。震災時にBCPが機能したか否かを調査しており、
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BCPの機能レベルの違いは、 BCPの定着の程度をも示していると考えらえるの、この視点から原調査
にはない分析を実施した。原調査では、BCPが機能した（または機能しなかった）理由も調査している
が、その機能した理由（または、しなかった理由）に関連するであろう課題や問題までは突っ込んだ調
査分析をしていない。そこで、長野・JSAアンケート調査では、BCPの機能レベルと BCPの課題や問
題点との関連性を調査し分析した。 
第 4 章では、本調査として、100 社の中小企業に BCP に関する詳細なアンケート調査を実施した。
収集したデータの相関分析、重回帰分析、因果関係分析などの統計分析を実施した。その結果、BCP
策定⇒BCP 定着⇒BCP 利点の発生に至る因果関係が存在することが確認され、それぞれの因果関係に
おける原因要素を特定することができた。BCPを策定して BCPを定着させるためには、その原因であ
る幾つかの BCP 環境と企業風土も特定した。また、BCP の定着によって平常時の BCP 利点が発生す
る因果関係も明らかになった。BCP定着⇒BCP利点―リスクマインド⇒平常時の BCP利点の発生へと
つながる 2 段階の因果関係があることが確認された。BCP 定着によって、まず経営トップと社員レベ
ルの二つのリスクマインドが醸成され、そのリスクマインドから平常時のいろいろな BCP 利点が発生
することが分かった。 
第 5章は考察である。本論文において検証した BCP策定⇒BCP定着⇒BCP利点リスクマインド⇒平
常時の BCP利点の発生の因果関係の流れを、BCPを導入する組織の観点から考察した。BCPを策定す
る企業などのような企業か、またさらに定着させている企業にはどのような特徴があるのかについて考
察する。BCP定着することで、社員のリスクマインドが醸成されることは、何を意味しているかも検討
する。さらに、平常時に広範囲な BCP 利点が発生することも確認されたが、このような広範囲に日常
業務などで良い効果が発生すれば、企業が強くなことに繋がる可能性があると考えらえるので、この視
点からも考察する。 
また、本論文の結論の分析結果を使って、個別企業の BCP 定着状況を診断するツールを作成し、この
診断ツールを試用して個別企業を診断し、フィードバックしてもらった結果も述べる。 
第 6章は結論である。 
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